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 妊産婦の支援を求める意見書を別紙のとおり提出するものとする。 
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郡山市議会 議会案第 13 号 

平成 17 年 12 月定例会・可決・全会一致 

 

妊産婦の支援を求める意見書 

 

 少子化は、先進資本主義国において21世紀最大の課題であり、とりわけそのスピー

ドが急速な日本では、対策が急がれ「すべての世代が地域で次世代育成支援」に取り

組むことが求められている。 

 少子化の背景には、結婚、出産、子育てに関する個人の意識の変化と併せて、社会

経済状況の変化など様々な要因による子育てに関する負担感、仕事と育児を両立する

ことに対する負担感が増大していること等が推測されている。 

 厚生労働省の「医療制度構造改革試案」でも出産一時金の水準について検討すると

の方向性が示されているが、長引く不況で、若い母親にとって妊産婦検診は健康保険

の適用になっておらず、家計を圧迫するとともに、次代の社会を担う子どもを安心し

て生み、育てることが出来る環境ではない。 

 よって、政府においては、下記事項について実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 妊娠・出産に関わる費用を保険適用とすること。 

２ 妊娠・出産に関わる費用が保険適用になるまでの間、出産一時金を引き上げるこ

と。 

３ 子育て支援の観点から、３歳未満児の医療費自己負担割合を引き下げること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

平成17年12月16日 

      

                    郡 山 市 議 会         

 


